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Ａ： 『障害福祉計画』は、障害福祉サービスや相談支援

等を地域において計画的に提供するために定めた、「障

害者自立支援法」に基づく３年間の短期的な計画で、

現在第２期目です。 

サービスや相談が計画的に提供されることで、障害

者等が自立した日常生活、社会生活を営むことができ

ることをめざします。 

障害者についての市の計画には、もうひとつ「障害

者基本法」に基づく『障害者計画』があります。これ

は、障害者の生活全般に関する施策についての基本的

な事項を定めた、７年間の中長期的な計画です。 
 

清瀬市 

障害者計画 

（基本的な事項） 

第３期清瀬市 

障害福祉計画 

（サービスの計

画的提供） 

～障害福祉計画の“よくあるご質問”（FAQ）～ 
 

 『障害福祉計画』についてよりご理解いただくため、策定に際して、よく寄せられ

るご質問とその回答についてまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■例えるならば、２つの計画は車の両輪といえます 

 

 

 

 

Ｑ：障害福祉計画とは何ですか？ 
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Ｑ：障害福祉計画に定めるサービスには

どのようなものがありますか。 
 

Ａ： 障害者自立支援法の主なサービスには、在宅での生

活を支援する「訪問系サービス（２６ページ）」、地域

で自立した暮らしを身につけたり、就労に向けての訓

練を行う「日中活動系サービス（２８ページ）」、同じ

ような障害のある人と地域や施設で暮らしながらそ

の生活の援助を行う「居住系サービス（３４ページ）」、

また地域の実情に応じて実施できる「地域生活支援事

業」などがあります。 
 

 

＜暮らす方の状況に適した、日常生活の支援＞ 

○ 在宅の方の生活を支援します           …居宅介護 

   （関連ページ⇒２６,２７） 

 ○ グループホームの方を支援します       …共同生活支援 

   （関連ページ⇒３４,３５） 

○ ケアホームの方を支援します         …共同生活介護 

   （関連ページ⇒３４,３５） 

 ○ 施設に入所されている方を支援します     …施設入所支援 

   （関連ページ⇒３４,３５） 

○ 重度の方を支援します …重度訪問介護・重度障害者等包括支援 

   （関連ページ⇒２６,２７） 

＜移動についての支援＞           …同行援護・行動援護 

   （関連ページ⇒２６,２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■様々なサービスで、障害のある方の暮らしを支えます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇日常の暮らしを支えます（訪問系サービス・居住系サービス） 
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＜障害者の自立した生活に向けて＞ 

○ 身体や生活能力の維持・向上に必要な訓練をします  …自立訓練 

   （関連ページ⇒３０,３１） 

 ○ 就労に向けた訓練を行います   …就労移行支援、就労継続支援 

   （関連ページ⇒２２,２３,３２,３３） 

＜常時介護が必要な重度の方に＞ 

 ○ 常時介護が必要な重度の障害のある方に、 

介護を受けながら活動できる機会を提供します    …生活介護 

   （関連ページ⇒２８,２９） 

○ 医療と常時介護を必要とする方に、医療機関で 

訓練や日常生活の世話等を行います         …療養介護 

   （関連ページ⇒２８,２９） 

 ○ 介護者による在宅での介護が難しくなった場合など、 

短期間、施設で介護を行います           …短期入所 

   （関連ページ⇒２８,２９） 
 

◇日中の活動の場を提供します（日中活動系サービス） 

 

○ 自立に向けたサービス利用について、 

個人ごとの計画をつくります          …指定相談支援 

   （関連ページ⇒３６） 

○ 車いす、義肢等の購入・修理費を支給します     …補装具費 

   （関連ページ⇒３７） 

○ 精神疾患等で通院にかかる医療費を支給します  …自立支援医療 

   （関連ページ⇒３７） 

○ 自立した日常生活や社会生活を営むためのサービスを 

地域の実情に応じて実施します         …地域支援事業 

   （関連ページ⇒４０～４６） 
 

◇その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

Ｑ：清瀬市の財政の中で、障害者施策に 

どのぐらいの金額が使われていま

すか？ 
 

Ａ： 清瀬市の財政は、平成２３年度の当初予算で約２６

７億円の歳出を見込みました。そのうち、障害者や高

齢者への福祉サービス、子育て支援、生活保護などの

経費となる『民生費』は全体の５１.５％にあたる約

１３７億円となっています。 

障害者施策については事業によって市単独で財政

を出すものもあれば、国や都から事業費が加わるもの

もあります。 

平成２３年度においては、障害福祉計画に基づく

『自立支援給付事業費』は、約１１億円、子どもの発

達支援・交流センター「とことこ」の事業委託費は都

とあわせて約７,０００万円となっています。  

民生費以外でも、障害のある方のために投票しやす

い投票所（総務費）や、施設建設・改築時のバリアフ

リー（土木費）などの予算が組まれています。 

公債費
11.5%

総務費
9.5%

教育費
10.9%

土木費
4.1%

衛生費
6.7%

その他
5.8%

民生費
51.5%

平成23年度
清瀬市歳出総額
約267億円

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■平成２３年度予算（歳出）の内訳  
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Ｑ：私は６５歳以上ですが、この計画にある 

サービスを受けることはできますか？ 

Ａ： 現行の法制度では、それぞれの法律が目的に基づい

てサービスを定めるために、高齢者であり障害者でも

ある、といった制度どうしが重なる範囲が出てきま

す。 

障害者についても、６５歳以上の方及び４０歳以上

６５歳未満の医療保険加入者で、介護保険法の特定疾

病に該当する方は、原則として介護保険の被保険者と

なることから、まず要介護認定等を受けて、介護保険

サービスを優先的に受けることになります。 

しかし、これまで障害福祉サービスを受けていた方

が６５歳になって介護保険サービスを受けることに

なっても、引き続き障害福祉サービスが必要な場合

は、内容によって両方のサービスを受けられることが

できますので、詳しくは市の障害福祉課までご相談下

さい。 
 

子育て 

療育 

学校教育 

就労 

日中活動 

住まい 

生活支援 権利擁護 

社会参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ライフステージや障害の種類で切れ目のないサービス提供を行います 

 

 

 

 
などなど… 
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Ｑ：外出の際はどんなサービスを利用

できますか？ 
 

Ａ： 障害者自立支援法に基づく外出についてのサービス

としては、重度視覚障害者向けの「同行援護（２６ペ

ージ）」、知的障害者等で行動上の困難がある方向けの

「行動援護（２６ページ）」があります、それ以外に

知的障害者や障害児、精神障害者向けの「移動支援（４

５ページ）」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■様々なサービスを、場面や状況にあわせて提供します 

 

（外出の際に介護や支援が必要な場合…） 

○同行援護：視覚障害で、移動にともなう介助や外出先での代筆・代

読、食事などに援助が必要な方へのサービスです。 

 

○行動援護：一人で行動するときに、飛び出しなどの危険を避けるた

めの支援が必要な知的障害や精神障害がある方へのサー

ビスです 

 

○移動支援：余暇活動などの社会参加や買い物など外出時に支援が必

要な小学生以上の障害のある方へのサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 



- 7 - 

 

Ｑ：障害のことや日常生活に関する相談は、

どこに問い合わせればよいのですか。 

Ａ： 「こんな事を聞いても大丈夫だろうか」、「誰に聞け

ばいいのだろう」そういう声は多く寄せられます。 

   障害福祉の制度やさまざまなサービス、日常生活上

の悩みごとなどについてのご相談・お問い合わせは市

役所の障害福祉課をはじめ下記の相談先があります

のでご利用ください。 

 

・清瀬市役所障害福祉課 

  中里５-８４２ 電話：４９２-５１１１ 

       ファックス：４９２-５１３９ 

・障害者福祉センター（身体障害者・知的障害者向け）  

上清戸１-１６-６２ 電話：４９５-５５１１ 

         ファックス：４９５-５５１４ 

・地域生活支援センター どんぐり（精神障害者向け）  

元町１-１３-２４ 電話：４９５-５１１０ 

        ファックス：４９３-０２７４ 

・清瀬市障害者就労支援センター ワークル・きよせ（就労のこと） 

  元町１-９-１４ 電話：４９５-００１０ 

       ファックス：４９５-００１１ 

・子どもの発達支援・交流センター とことこ（子どものこと） 

竹丘１-１５-８ 電話：４９５-３０３０ 

       ファックス：４９５-３０３１ 

・きよせ権利擁護センター あいねっと（権利擁護に関すること） 

  下清戸１-２１２-４（清瀬市コミュニティプラザ 2Ｆ） 

          電話：４９５-５５７３ 

       ファックス：４９５-５３３５ 

※これ以外に身体障害者相談員、知的障害者相談員、民生委員等も相談を

受け付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■まずはこちらにお問い合わせ下さい 
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第１ 計画の改定にあたって 
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第１ 計画の策定にあたって 

 

１ これまでの流れと計画の改定に向けて 

 

「利用者の立場に立った社会福祉制度の構築」などを柱とする国の「社会福祉

基礎構造改革」の一環として、平成１５年度から障害福祉サービスの一部は、行

政処分によりサービス内容を決定する「措置制度」から、利用者と事業者との対

等な関係に基づく「契約」によりサービスを利用する新たな「支援費制度」に移

行しました。これにより、全国的にサービス利用者が増加した一方で、障害の種

別によるサービスの格差や、地域におけるサービスの格差などが見られるように

なりました。 

その後も、平成１６年６月には障害者基本法の改正で障害者への差別、権利利

益侵害の禁止が明記され、さらに同年１２月には発達障害者支援法が制定される

など、障害福祉施策が大きく転換していく中で、平成１７年１０月に障害者自立

支援法が成立しました。 

これに基づき適切なサービスを実施していくにあたり、全国の都道府県及び市

町村において、障害福祉サービス等の具体的な目標を定める「障害福祉計画」の

策定が義務づけられました。 

障害福祉計画は、障害者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念を

踏まえながら、①障害者の自己決定と自己選択の尊重、②市町村を基本とする仕

組みへの統一と三障害の制度の一元化、③地域生活移行や就労支援等の課題に対

応したサービス基盤の整備、に配慮して３年ごとに策定することが義務付けられ

ています。また、平成２２年１２月には「障害者自立支援法等の一部を改正する

法律」が成立し、平成２５年には障害者自立支援法の廃法と、それにともなう新

しい法律による枠組みづくりが予定されています。本市でも、これらの流れに適

切に対応し、地域で暮らしやすいサービスの提供体制を維持、発展させてまいり

ます。 
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近 年 の 流 れ 

 

１９９９(平成11)年 

◇ ｢精神保健及び精神障害者福祉に関する法律等の一部を改正する法律｣が成立。 

・精神障害者の人権に配慮した適正な医療の確保、緊急に入院が必要となる

精神障害者の移送の法定化、保護者の負担義務の軽減、精神障害者の保健

福祉施策の充実が図られる。 

◇ 民法の一部を改正する法律等「成年後見制度」関連４法が成立。 

・法定後見制度の改正、「任意後見制度」「成年後見登記制度」の創設。 

２０００(平成12)年 

◇ 「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関

する法律」(通称「交通バリアフリー法」) が成立。 

・高齢者や身体障害者等が、公共交通機関を安全で便利に利用できるよう整

備を促進する。 

◇ ｢社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律｣が成立。 

・「社会福祉基礎構造改革」(1999年(平成11年)１月最終報告)を受け、８つ

の法律を改正。 
＜改正された法律＞…社会福祉事業法(名称も社会福祉法に変更)、 

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、児童福祉法、民生委員法、 
社会福祉施設職員等退職手当共済法、生活保護法。(公益質屋法は廃止) 

２００１(平成13)年 
◇ 「道路交通法の一部を改正する法律」「障害者等に係る欠格事由の適正化等を

図るための医師法等の一部を改正する法律」が成立。 

・障害者に係る欠格条項が、障害者の社会参加を阻む不当な要因とならない

よう、制度を見直す。 

２００２(平成14)年 

◇ 精神障害者福祉サービスの市町村への移譲開始。 

・精神障害者のホームヘルプサービス等が、市町村が実施主体となることが

法定化される。 

◇ 「身体障害者補助犬法」が成立。 

・身体障害者補助犬(盲導犬、介助犬、聴導犬)を同伴して公共施設等を利用

できるようにする。 

２００３(平成15)年 

◇ 「支援費制度」が開始。 

・福祉サービス提供の考え方が、これまでの「措置」から、サービス提供事

業者と利用者の間で「契約」を結ぶことにより行われる制度へ移行する(身

体障害者、知的障害者の一部)。 

２００４(平成16)年 

◇ 「障害者基本法」が改正。障害者への差別の禁止を明確にうたう。 

◇ 「発達障害者支援法」が成立。発達障害者への支援を定める。 
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２００５(平成17)年 

◇ 「障害者自立支援法」が成立。 

・ 障害者の自立した生活を実現するため､必要な障害福祉サービス等の支援

をうたう｡ 

２００６(平成18)年 

◇ 「障害者の雇用の促進等に関する法律」（最終改正） 

・ 精神障害者保健福祉手帳所持者も障害者雇用率の中に算定する。 

◇ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」（施行） 

・建築物と道路・駅などの交通施設におけるバリアフリー施策を総合的・一

体的に推進。これに伴い、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特

定建築物の建築の促進に関する法律（ハートビル法）」は廃止。 

◇ 「障害のある人の権利に関する条約」が国連総会において採択される。 

・ すべての人に保障されている普遍的な人権を障がいがあるために行使で

きない現実があることを認め、その不平等な状況を解消するための新し

い考え方や制度のあり方を人権として定めた。日本は現在同条約を署名

し、批准の準備中である。 

２０１０(平成22)年 

◇ 「障害者自立支援法等の一部を改正する法律」が成立。 

・ 負担の方式を、応益負担から、家計の支払い能力に応じて支払額を決め

る「応能負担」へと変える｡ 

・ 発達障害が福祉サービスの対象として盛り込まれた｡ 

２０１１(平成23)年 

◇ 「障害者虐待防止法」が成立。 

・ 家庭や施設、勤務先で虐待を発見した人に通報を義務づけ、自治体など

に調査や保護を求める。 

・ 通報先は市町村とし、市町村は家族の相談や支援にあたる「市町村虐待

防止センター」を設置する｡ 

     ※施行日は平成２４年１０月１日 

２０１３(平成25)年 

◇ 「障害者自立支援法」が廃法予定。 

・ 「障害者総合福祉法」（仮称）へ引き継がれる予定だが、「障害者の権利

に関する条約」の批准に向けて進めている法制整備の一環としていくこ

とが想定されている。 



- 13 - 

 

２ 計画の位置づけ 

 

○ この計画は、「障害者自立支援法」に定める「障害福祉計画」にあたるもので、

障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」が障害のある人を支援する基本的な

施策を定めたものであるのに対して、障害者施策を推進するための障害福祉サー

ビスや就労支援などの具体的な取組を定めるものです。 

 

○ この計画は、「清瀬市長期総合計画」をはじめとする他の関連する市の諸計画

や、障害者基本法をはじめ、障害者虐待防止法など障害者を巡る国の諸計画・法

制度とも整合性を持つものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「障害者計画」は、障害者の自立と社会参加の支援をめざす「障害者基本法」に基

づき、保健、医療、福祉、教育、就業、生活環境、意識啓発など、障害者の生活全般

に関する施策についての基本的な事項を定める、中長期的な計画です。 

 清瀬市では、平成２１年度に「清瀬市福祉総合計画」を改定し、その各種計画とし

て（第２期障害福祉計画を含む）障害者計画を合わせて策定しました。 

 

 これに対し、「障害福祉計画」は、「障害者基本法」の基本的理念にのっとる「障害

者自立支援法」に基づき、障害者等が自立した日常生活、社会生活を営むことができ

るよう、障害福祉サービスや相談支援等を地域において計画的に提供するために定め

る、短期的な計画です。このため、障害者計画における福祉、就労関係の施策の実施

計画的な位置づけとなります。 

 本計画は、地域の実情に合ったサービスのしくみを創造するために、３年ごとの見

直しを行うこととなっており、今回の計画は３期目となります。 

「障害者基本計画」と「障害福祉計画」 
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『清瀬市長期総合計画』

　子どもから高齢者、障害のある方も含め、すべての市民が、安心
していきいきと暮らせるまちづくりを目指して、保健福祉の総合
的・計画的な推進を図っていくことを目的とした一体化計画

『清瀬市保健福祉総合計画』

　　　　　　　　　【地域福祉計画】
　福祉サービスの適切な利用の推進、社会福祉を目的とする事業の健全な
発達、地域福祉活動への住民参加、行政との協力協働、要援護者の支援方
策等の目標を定め、各個別計画に共通する施策を包含する計画

＜健康増進計画＞
　地域の特色を活かし、生涯の各ステージ（世代）に応じた目
標設定型の計画の策定・推進により、市民一人ひとりの健康づ
くり、健康寿命の延伸、生活の質の向上を目指す計画

＜きよせ次世代育成支援行動計画（後期計画）＞
　清瀬市におけるすべての子どもと家庭を対象として、今後の
子育て支援対策等について方向性や目標を定めた計画

＜高齢者保健福祉計画＞
　高齢者が「住み慣れた地域で尊厳のあるその人らしい生活を
送られるよう、健康でいきいきと暮らしていけるまち」の実現
を目指す計画

＜介護保険事業計画＞
　「介護保険法」に基づき、高齢者が住みなれた地域で安心し
て暮らすために必要なサービスが過不足なく提供され、保険給
付を円滑に進める計画

＜障害者計画＞
　ノーマライゼーションの理念のもと、障害者の状況を踏ま
え、社会状況の変化や複雑多様化するニーズに的確に対応して
いくための障害者に対する総合的な計画

＜障害福祉計画＞
　「障害者自立支援法」に基づき、障害者等が自立した日常生
活、社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービスを地
域において計画的に提供するために定める計画

国により、３年ごと
の見直しが義務付け

国により、３年ごと
の見直しが義務付け

◇市の主な計画との関係について 
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３ 新計画の期間について 

 

○ 「清瀬市第２期障害福祉計画」は、現行の福祉施設が新しいサービス体系への

移行を完了する平成２３年度を目標年度として数値目標を設定していました。 

今回策定した「清瀬市第３期障害福祉計画」では、引き続き平成２４年度から

平成２６年度までの３年間の指定障害福祉サービス等の量の見込み及びその確

保策等について定めます。 

 

○ すでに国では本計画の根拠法である「障害者自立支援法」について、平成２５

年８月に廃法となることが言明されています。この後継法とされている「（仮称）

障害者総合福祉法」等の議論の行方を含め、計画期間中における社会経済情勢の

動向に応じ、必要に応じて適切な見直しを行うことがあります。 

 

 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

         

 

 

見直し 

見直し 

見直し 

第２期清瀬市障害福祉計画 

第３期清瀬市障害福祉計画 

第４期清瀬市障害福祉計画 
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第２ 重点施策と数値目標 
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第２ 重点施策と数値目標 

 

１ 第２期障害福祉計画（平成２１年～２３年度）で掲げた重点施策と進捗 

 

重点施策１ 地域自立支援協議会の活性化 

相談支援事業や地域の障害福祉システムづくりの中核的な機関として、平成２０

年３月に設置された地域自立支援協議会の活性化により、困難事例への対応のあり

方に関する協議・調整、地域の関係機関によるネットワーク構築に向けた協議など、

その機能を十分に発揮させ期待される役割を担うための積極的な運営を展開しま

す。 

また、障害のある人に対する虐待防止に向けたシステムの整備に取り組むため、

虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、再発の防止等につ

いて定めたマニュアルの作成等についても、地域自立支援協議会において検討しま

す。 

 

[開催状況] 

 21 年度 22 年度 23 年度 

協 議 会 開 催 数 ３回 ２回 １回 

専門部会開催数 ３回 １３回 １回 

※２３年度は１０月１日時点 

 

 評 価  

地域自立支援協議会では、平成２２年度から障害者計画及び第２期障害福祉計

画の進捗状況の評価を継続的に行うこととし、これによって参加機関との課題の

共有化が図れました。また、２２年度の専門部会では、障害に関係した市内の社

会資源の情報を市民に提供したいとの発案から、情報マップの作成に取りかかり

ました。 

地域自立支援協議会は平成２４年度から法定化されますが、これにともない、

運営の活性化や相談支援の充実、来年１０月に施行される「障害者虐待防止法」

に対する取り組みなどで今後も大きな役割を担うことを期待されています。 
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重点施策２ 居住系サービスの整備強化 

入所・入院していた障害のある人の地域移行に伴い、「居住の場」の確保が重要

な課題であることから、計画では居住系の障害福祉サービスである「グループホー

ム」「ケアホーム」の整備をさらに進め、地域生活の基盤となる居住の場を確保す

る。 

 

[整備状況] 

 21 年度 22 年度 23 年度 合計 

市内新規設置数 ０ヶ所 ２ヶ所 ２ヶ所 ４ヶ所 

利 用 者 数 ０人 10 人 ２人 12 人 

※２３年度は１０月１日時点 

 

 評 価  

平成２２、２３年度と知的障害者グループホーム・ケアホームが市内に２ヶ所

ずつ整備されましたが、平成２３年度までに見込んだ必要量には達していません。 

引き続き設置・運営に関する相談に応じながら必要量の把握と確保に努めてい

く必要があります。 

 

重点施策３ 事業者の新体系への移行支援によるサービス提供基盤の充実 

施行から３年目を迎える障害者自立支援法の制度の周知と浸透により、さらにサ

ービスニーズが高まることも予想されることから、計画においては、新体系に移行

する事業者等への相談に応じ、支援することで、着実かつ計画的にサービス提供基

盤を図る。 

 

[移行状況] 

 21 年度 22 年度 23 年度 

移行等施設数（市内） 1 施設 ４施設 ４施設 

※２３年度は１０月１日時点 

 

 評 価  

平成２３年度までの新体系の移行は市内・外施設ともに全て達成される見込み

です。今後は運営面の安定化など、基盤整備に関する部分については国や都の動

向を引き続き注視していく必要があります。 
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２ 第３期計画における重点施策 

 

 第２期計画で掲げた重点施策のなかで引き続き課題とすべきことや、法改正により

今後あらたな対応が必要となることなどを含めて、第３期計画における重点施策とし

て次の３つを設定します。 

 

重点施策１ 地域自立支援協議会を中心とした相談体制の充実と権利擁護体制・施策 

の強化 

  平成２３年８月に「障害者基本法」の一部改正が行なわれ、「障害者虐待防止法」

が平成２４年１０月から施行されるなど、障害者の権利擁護体制や施策の一層の強

化がされていくことから、地域自立支援協議会の機能を活用して、関係機関の協力

体制の強化と、専門相談機関の増加、対応の充実が必要です。 

 

重点施策２ 障害者や家族の高齢化と、それに伴うグループホーム等“居住の場”の

一層の整備 

障害者本人や、介助・支援する家族の高齢化といった傾向は、本市においても顕

在化しつつあります。このため、いわゆる“親亡き後”に、地域生活を続けるため

の方策、なかでも住まいの場についての一層の整備を検討していく必要があります。 

 

重点施策３ 発達障害者や高次脳機能障害、難病患者等に対する支援施策 

昨年１２月のいわゆる“つなぎ法”の一環としての障害者自立支援法の改正の中

で「発達障害」が法の対象の障害の１つとして明記されました。 

また、高次脳機能障害や難病患者については啓発によって市民の理解を深める一

方で、対象者に必要な障害福祉サービスが提供できるよう、国や都の動向を注視し

ながら計画的な整備を図っていくことが必要です。 
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３ 第３期障害福祉計画の数値目標設定のポイント 

 

第１期以来、障害福祉計画では、国の基本指針及び東京都の基本的考え方をもとに、

「入所施設の入所者の地域生活への移行」「入院中の精神障害者の地域生活への移行」

「福祉施設利用者の一般就労への移行」の３項目について数値目標を設定しています。 

あらたに第３期計画策定に向けて国が示した基本指針においては、数値目標の考え

方については基本的には変更しないとしていますが、新たな目標項目等も加わり、本

市では以下のように目標を設定することとします。 

 

（１）「施設入所者の地域生活への移行」 

「施設入所者の地域生活への移行」においては、国・都からは基準となる時点

の施設入所者の３０％以上が地域に移行する、との目標が示されました。これを

基本としつつ、これまでの実績および本市の実情を踏まえて設定します。 

 

【目 標】 

項 目 数値 考え方 

平成１７年１０月１日時

点の入所者数（基準時点） 
８９人 

平成１７年１０月１日時点の施設入所

者数 

【目標値】 

地域生活移行者数 

２７人 

（３０％） 

施設入所からグループホーム・ケアホー

ム等へ移行する人の数 

 

（２）入院中の精神障害者の地域生活への移行について 

第２期までの障害福祉計画においては、平成２４年度までに「受け入れ条件が

整えば退院可能な精神障害者」（以下「退院可能精神障害者」という。）が退院す

る事を目指し、平成２３年度末までの退院可能精神障害者数の減尐目標値を設定

していました。 

しかしながら，この「退院可能精神障害者」は客観的に分析・評価することが

難しいことなどから、第３期計画においては、「入院中の精神障害者の地域生活

への移行」という目標は設定しないこととなりました。 
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（３）福祉施設から一般就労への移行 

「福祉施設から一般就労への移行」においては、国・都からは基準となる平成

１７年度に福祉施設から一般就労に移行した人の４倍を、目標年度において一般

就労に移行するとの目標が示されました。これを基本としつつ、これまでの実績

および本市の実情を踏まえて設定します。 

 

【目 標】 

項 目 数値 考え方 

平成１７年度の 

一般就労移行者数 
１人 

平成１７年度において福祉施設を退所し、

一般就労した人の数 

【目標値】目標年度の 

一般就労移行者数 

４人 

(４倍) 

平成２６年度において福祉施設を退所し、

一般就労する人の数 

 

（４）就労移行支援事業の利用者数 

「就労移行支援事業の利用者数」においては、国・都からは基準となる平成２

６年末の福祉施設利用者の２０％以上が「就労移行支援」事業を利用するとの目

標が示されましたが、地域における就労継続支援Ａ型及びＢ型事業所の設置状況

及び利用者の状況から、本市においては以下のように設定します。 

 

※「就労移行支援事業」「就労継続支援事業Ａ型」「就労継続支援事業Ｂ型」 

⇒関連ページ３２,３３ 

 

【目 標】 

項 目 数値 考え方 

平成２６年度末の 

福祉施設利用者数 
４１６人 

平成２６年度末において福祉施設を利用す

る人の数 

【目標値】目標年度の 

就労移行支援事業 

利用者数 

１２人 

（２.９％） 

平成２６年度末において就労移行支援事業

を利用する人の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 23 - 

 

（５）就労継続支援Ａ型事業の利用者数 

「就労継続支援Ａ型事業の利用者数」においては、国・都からは平成２６年度

末の「就労継続支援」全体の利用者のうち、「就労継続支援Ａ型(雇用型)」の利

用者が、「就労継続支援」全体の３０％以上との目標が示されましたが、地域に

おけるＡ型及びＢ型事業所の設置状況及び利用者の状況から、本市においては以

下のように設定します。 

 

【目 標】 

項 目 数値 考え方 

平成２６年度末の 

就労継続支援（Ａ型） 

事業の利用者（①） 

９人 
平成２６年度末において就労継続支援（Ａ

型）事業を利用する人の数 

平成２６年度末の 

就労継続支援（Ｂ型） 

事業の利用者 

１９２人 
平成２６年度末において就労継続支援（Ｂ

型）事業を利用する人の数 

平成２６年度末の 

就労継続支援（Ａ型＋Ｂ

型)事業の利用者（②） 

２０１人 
平成２６年度末において就労継続支援事業

（Ａ型＋Ｂ型）を利用する人の数 

【目標値】目標年度の 

就労継続支援（Ａ型） 

事業の利用者の割合 

(①)／(②) 

４.４％ 

平成２６年度末において就労継続支援事業

を利用する人のうち、就労継続支援（Ａ型）

事業を利用する人の割合 

 

（６）児童デイサービスについて 

第２期計画まで策定していた、障害児を対象とした「児童デイサービス」につい

ては、それまで障害者自立支援法に基づくサービスとして実施してきましたが、法

改正によって平成２４年４月から児童福祉法のサービスに位置付けられることと

なりました。そのため本計画における目標数値の設定対象ではなくなりました。 

障害児支援に関しては、今後児童デイサービスが移行する「児童発達支援事業」

をはじめ、通所系のサービスの支給決定が平成２４年度から市の事務となることや、

障害児の通所サービスに関する計画を策定する「障害児相談支援事業者」の指定を

市が行うこととなります。 
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第３ 障害福祉サービス等の充実 
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○居宅介護（ホームヘルプ） 

自宅での入浴・排せつ・食事及び通院の介護等を行います。 

対象者：障害程度区分１以上の方 

○重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護が必要な方に、自宅での入浴・排せつ・食

事の介護、外出時の介護を行います。 

対象者：障害程度区分４以上で所定の項目に該当する方 

○同行援護 

重度視覚障害者（児）の外出時に同行し，移動に必要な情報の提供や援護

を行います。 

対象者：身体障害者手帳を有し、当該サービス利用に関する独自の評価

指標に基づき一定の基準を満たす方 

○行動援護 

知的障害又は精神障害により行動上困難があり、常に介護が必要な方に、

危険を回避するために必要な援護及び外出時における介護を行います。 

対象者：障害程度区分３以上で所定の項目に該当する方 

○重度障害者等包括支援 

常に介護が必要な方で、意思疎通を図ることに著しい支障がある方のう

ち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある方並びに知的障害又は精神障害

により行動上著しい困難を有する方につき、サービスを包括的に行いま

す。 

対象者：障害程度区分６で所定の項目に該当する方 

 

第３ 障害福祉サービス等の充実 

 

１ 訪問系サービス 

 

（１）サービス内容 

居宅生活を支援する「訪問系サービス」には、「介護給付」として実施される

「居宅介護」「重度訪問介護」「行動援護」「重度障害者等包括支援」がありまし

たが、今期より新たに「同行援護」が加わりました。 

各サービス内容は次のとおりです。 
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（２）利用実績 

第２期計画期間における実績は次のとおりです。 

平成１５年度支援費制度開始移行、ホームヘルプサービスの利用が伸びていた

ことから、潜在するニーズの顕在化により引き続き利用が増大するものと見込み

ましたが、実績は３年間で２０人程度の増加となりました。平成２３年度は１０

月からサービスがはじまった同行援護を含めているため前年度比で約１.６倍と

なっています。 

また、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援については、サービス

対象となる状態の利用者が尐数だったことなどから、実績が見込量を下回ってい

ますが、利用量は増加の基調で推移しています。 

 

＜第２期の実績＞ 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

利用人数 ７８人 ８０人 １２９人 

利用時間(月) 5,445.5 時間 5,543.5 時間 7,095.0 時間 

※各年度１０月利用分 

※平成２３年１０月分から「同行援護」を含める 

※２３年度については１０月分実績が未確定のため推計値とした 

 

（３）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

第３期においては、移動を支えるサービスとして同行援護が新たに加わります。

また、居宅介護については地域における在宅での暮らしを支える基本的なサービ

スであり、重度訪問介護、重度障害者等包括支援については、重度の方の暮らし

を支えるサービスであることから上記の実績を勘案し、また、今後推進される施

設や病院からの地域移行も勘案して、平成２６年度までのサービス必要量を次の

とおり見込みます。 

 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利用人数 １５５人 １６５人 １７５人 

利用時間(月) 8,525 時間 9,075 時間 9,625 時間 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

利用実績の尐ない精神障害者へのサービス、あるいは行動援護や重度障害者

等包括支援など、利用者ニーズの動向を注視しつつ、サービス提供基盤の整備

を図ります。 

さらに、サービスの質の向上への取組みも不可欠であることから、居宅介護

事業を中心とした事業者連絡会を立ち上げて定期的な情報交換を行う中で、必

要な仕組みや制度の構築について検討していきます。 
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○生活介護 

常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとと

もに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。障害程度区分３（施設

へ入所する場合は区分４）以上である方及び年齢が 50 歳以上の場合は、障害

程度区分２（施設へ入所する場合は区分３）以上である方を対象とします。 

○療養介護 

医療と常時介護を必要とする方に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看

護、介護及び日常生活の世話を行います。筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等

気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている方であって、障害程

度区分６の方及び筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって障害程

度区分５以上の方を対象とします。 

○短期入所 

自宅で介護する方が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、

排せつ、食事の介護等を行います。 

 

２ 日中活動系サービス 

 

日中活動を支援する「日中活動系サービス」には、『介護給付』として実施される

「生活介護」「療養介護」「児童デイサービス」「短期入所」と、『訓練等給付』として

実施される「自立訓練（機能訓練）」「自立訓練（生活訓練）」「就労移行支援」「就労

継続支援（Ａ型）」「就労継続支援（Ｂ型）」がありますが、「児童デイサービス」につ

いては、平成２４年から児童福祉法に位置づけられます。 

 

●介護給付として実施するサービス内容 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのサービスは、常時介護が必要である、または、普段介護を受けているが、

介護者が不在となってしまうといった方に対し、それぞれの状態に合わせたサービ

ス提供を行います。 

常時介護が必要な方で、医療が必要な方には療養介護が、医療は必要でない方で、

日中独居になるなど、日中の活動が必要となる方には、生活介護が提供されます。

また、緊急時等、自宅での介護が困難となった場合、泊まり等も含め短期間施設で

預かる短期入所のサービスもあります。 
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（１）利用実績 

生活介護については旧体系からの移行もあり、高い伸びとなっています。療養

介護については、実施事業所が近隣自治体を含めても尐ないこともあり、第２期

においては利用実績がありませんでした。短期入所は、その性質上年度ごとの利

用に波がありますが、必要とされる場合に適切に提供できるよう見込む必要があ

ります。 
 

＜第２期の実績＞ 

サービス内容 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

生活介護 
人数 ３４人 ９６人 １３５人 

必要量(人日分) 575 日 1,782 日 2,424 日 

療養介護 
人数 ０人 ０人 ０人 

必要量(人日分) ０日 ０日 ０日 

短期入所 
人数 ６人 ４人 １０人 

必要量(人日分) 43 日 55 日 56 日 

※ 各年度１０月利用分 

※ ２３年度については１０月分実績が未確定のため推計値とした 
 

（２）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

新体系の移行にともない増加傾向にあった生活介護は特別支援学校卒業者が

主な新規利用者として見込まれます。 

また、療養介護についてはこれまで利用実績はありませんが、サービスが必要

となった際に提供できる状況を想定します。 

短期入所については必要な時に利用できるようにと支給決定だけ受ける場合

が多いために、支給決定数と実績に大きな乖離がありますが、必要量として支給

決定者数を見込みます。 

 

サービス内容 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

生活介護 
人数 １７６人 １８０人 １８４人分 

必要量(人日分) 3,168 日分 3,240 日分 3,312 日分 

療養介護 
人数 １人 １人 １人 

必要量(人日分) 31 日分 31 日分 31 日分 

短期入所 
人数 ６６人 ７１人 ７６人 

必要量(人日分) 508 日分 546 日分 585 日分 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

生活介護については既存施設での増員対応を図ってきましたが、引き続き必

要数が確保できるよう、事業者への情報提供や新規設置の相談などに応じてい

きます。 
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○自立訓練（機能訓練） 

地域生活を営む上で身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が

必要な身体障害者に、一定期間、身体的リハビリテーションの継続や身体機能

の向上のために必要な訓練を行います。 

○自立訓練（生活訓練） 

地域生活を営む上で生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な知的

障害者・精神障害者に、一定期間、生活能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

●訓練等給付として実施するサービス内容（自立訓練） 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

 

 

これらのサービスは、主に日常での暮らしに必要な能力の維持・向上を目的として

いる訓練等給付となっており、主に身体に障害を抱えている方が『機能訓練』を、知

的障害者・精神障害者の方が『生活訓練』を受けることになります。 

 

（１）利用実績 

機能訓練については見込量とほぼ同様の人数となりました。一方、生活訓練は

市内及び近隣で実施している事業所が尐ないこともあり、当初見込んだ２割程度

の実績にとどまりました。 

 

＜第２期の実績＞ 

サービス内容 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

自立訓練 

（機能訓練） 

人数 ５人 ６人 ７人 

必要量(人日分) 58 日 56 日 80 日 

自立訓練 

（生活訓練） 

人数 １人 １人 ２人 

必要量(人日分) 21 日 19 日 46 日 

※ 各年度１０月利用分、 

※ ２３年度については１０月分実績が未確定のため推計値とした 

 

（２）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

機能訓練・自立訓練ともに、現時点における事業所の新設は明らかでないため、

実績ベースでの推移を見込みます。 

 

サービス内容 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

自立訓練 

（機能訓練） 

人数 ７人 ７人 ７人 

必要量(人日分) 79 日分 79 日分 79 日分 

自立訓練 

（生活訓練） 

人数 ３人 ３人 ３人 

必要量(人日分) 69 日分 69 日分 69 日分 
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【サービス必要量を確保するための方策】 

機能訓練については市内事業所が尐ないことから、介護保険対象者でも年齢

的に高齢サービスになじまないなど、個別事情にも配慮をしていきます。また

生活訓練事業所は市内にないため、利用者状況やニーズを把握したうえで、市

内の設置に向けた検討を行います。 
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○就労移行支援 

一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に

合った職場への就労等が見込まれる 65 歳未満の方に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

○就労継続支援（Ａ型） 

就労機会の提供を通じ生産活動にかかる知識及び能力の向上を図ることによ

り、雇用契約に基づく就労が可能であり利用開始時に 65 歳未満である方に、

雇用契約に基づいた就労の機会を提供するとともに、知識及び能力の向上の

ために必要な訓練を行います。 

○就労継続支援（Ｂ型） 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない方、ある

いは一定年齢に達している方などであって、就労の機会等を通じ生産活動に

かかる知識及び能力の向上や維持が期待される方に、雇用契約は結ばない就

労の機会や生産活動の機会を提供するとともに、知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行います。 

●訓練等給付として実施するサービス内容（就労系サービス） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのサービスは、経済的自立へとつながる一般就労をめざすことを目的とした

訓練等給付となっています。 

就労継続支援（Ａ型）においては、雇用契約を結び、日中の活動の場として就労し

ながら、合わせて訓練が行えます。就労継続支援（Ｂ型）は、雇用に結びつかなった

方等に雇用契約を結ばないながらも、就労や生産活動の機会を提供し、合わせて訓練

を行います。就労移行支援は、就労のための一定期間の訓練を行うサービスです。 

 

（１）利用実績 

就労移行支援については、当初見込みの半分程度の実績となりましたが、該当

する利用者が増加しなかったことと、市内及び近隣でサービスを実施する事業所

が尐ないことなどが要因としてあげられます。 

就労継続支援（Ｂ型）については旧体系施設の新体系移行にともない、主に従

前からの利用者が移行したことによるものですが、精神障害者が利用する事業所

においては新規利用者も増加しています。 
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＜第２期の実績＞ 

サービス内容 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

就労移行支援 
人数 ８人 ６人 １０人 

必要量(人日分) 169 日 92 日 195 日 

就労継続支援 

（A 型） 

人数 ５人 ５人 ６人 

必要量(人日分) 101 日 88 日 102 日 

就労継続支援 

（B 型） 

人数 ７５人 ８８人 １４０人 

必要量(人日分) 1,110 日 1,235 日 2,007 日 

※ 各年度１０月利用分 

※ ２３年度については１０月分実績が未確定のため推計値とした 

 

（２）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

就労移行支援、就労継続支援（Ａ型）ともに事業所の新設は明らかでないため、

実績ベースでの推移を見込みます。就労継続支援（Ｂ型）は主に精神障害者がサ

ービス利用の増加が見込まれます。 

 

サービス内容 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

就労移行支援 
人数 １１人 １１人 １２人 

必要量(人日分) 214 日分 214 日分 234 日分 

就労継続支援 

（A 型） 

人数 ７人 ８人 ９人 

必要量(人日分) 119 日分 136 日分 153 日分 

就労継続支援 

（B 型） 

人数 １７２人 １８２人 １９２人 

必要量(人日分) 2,459 日分 2,602 日分 2,745 日分 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

Ａ型事業所は市内に無いため動向がつかみにくい状況ですが、相談等を通じ

て利用希望者の把握に努めていきます。これに比べてＢ型事業所は市内の設置

状況は比較的整っていますが、見込みに応じた必要数が確保できるよう、事業

者との連携を図っていきます。 
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○共同生活介護 （ケアホーム） 

障害程度区分 2以上の知的障害者及び精神障害者に、夜間や休日、共同生活

を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

○共同生活援助 （グループホーム） 

知的障害者及び精神障害者に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や

日常生活上の援助を行います。 

○施設入所支援 

施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

３ 居住系サービス 

 

（１）サービス内容 

住まいの場となる「居住系サービス」には、介護給付として実施される「施設

入所支援」「共同生活介護（ケアホーム）」と、訓練等給付として実施される「共

同生活援助（グループホーム）」があります。各サービス内容は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用実績 

  共同生活介護は平成２２、２３年に市内に知的障害者ケアホームが整備されたこ

とにともない利用者が増加しました。 

施設入所支援の増加は、旧体系施設としての入所更生施設が新体系に移行したこ

とによるものです。 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

共同生活援助 １４人 １５人 １５人 

共同生活介護 ２９人 ４０人 ４７人 

施設入所支援 １５人 ４６人 ６６人 

※各年度１０月利用分 

※２３年度については１０月分実績が未確定のため推計値とした 

 

（３）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

共同生活援助 

共同生活介護 
６４人 ６６人 ６８人 

施設入所支援 ７０人 ７０人 ７０人 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

「共同生活介護（ケアホーム）」及び「共同生活援助（グループホーム）」に

ついては、施設入所者の地域生活への移行や退院可能な精神障害者の意向及び
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動向を継続的に注視し、事業者からの設置に関する相談に応じていくなど、効

率的・効果的に需要と供給が結び付くようサービス提供基盤の整備を図ります。 

施設入所支援に関しては、真に必要な方が利用できるよう常にニーズの把握

に努めていきます。 
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４ 指定相談支援 

 

（１）サービス内容 

 

（２）利用実績 

第２期計画期間における実績は次のとおりです。 

施設や病院からの地域移行の進捗状況から、本サービスの対象となる利用者が

尐なく、実績が見込量を下回りました。 

 

＜第２期の実績＞ 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

月間利用件数 ０件 ０件 ０件 

 

（３）サービス必要量の見込みと確保するための方策 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

月間利用件数 １５人 １５人 ２０人 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

第３期計画においては、国の基本指針で原則として３年間で計画的に全ての

障害福祉サービスを計画相談支援の対象者として見込みを定めることとなっ

ていることから、指定事業者の確保とサービスの利用斡旋、調整、モニタリン

グにわたる一連の支援が適切かつ継続的に提供されるよう人材育成等を支援

します。 

また、サービスの利用及び定着について地域自立支援協議会を中核とした地

域資源のネットワークを活用して、総合的、専門的な相談支援が実施できる体

制を整備します。 

○サービス利用計画の作成 

支給決定を受けた障害者で、特に計画的な支援を必要とする者が、指定相談

支援事業者から「指定相談支援」（サービス利用計画の作成、障害福祉サー

ビス事業者等との連絡調整：サービスの利用のあっせん・調整・契約援助・

モニタリングなど）等を受けた場合、サービス利用計画作成費が支給されま

す。このサービス利用計画作成費については、利用者負担はありません。 
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５ その他 

 

（１）補装具費の支給 

障害のある人の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長時間にわたり継続し

て使用されるもの（義肢、装具、車いす等）に関して、補装具費として購入費、

修理費が支給されるものです。平成２４年４月から利用者負担の見直しにあわせ

て、世帯の負担額が一定額を超える場合に高額障害福祉サービス費が支給されま

す。 

 

（２）自立支援医療 

自立支援医療は、障害のある人が心身の障害の状況からみて、自立支援医療を

受ける必要があり、かつ、世帯の所得の状況、治療状況を勘案して支給認定され

ます。現在基本は１割負担ですが、低所得世帯の方だけでなく、一定の負担能力

があっても、継続的に相当額の医療費負担が生じる方々にもひと月当たりの負担

に上限額が設定されるなどの負担軽減策が講じられています。 
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第４ 地域生活支援事業 
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第４ 地域生活支援事業 

 

市では、障害者自立支援法第７７条に基づき、障害者がその有する能力および適性

に応じて、自立した日常生活または社会生活を営むことができるように地域生活支援

事業を実施しています。 

地域生活支援事業とは、障害者の地域生活を支援するため地域の実情に応じて市町

村が実施する事業となります。 

 

（１）相談支援事業 

① 相談支援 

障害のある人の福祉に関する各般の問題につき、障害のある人本人、あるいは

保護者、介護者からの相談に応じて、福祉サービスの利用援助、権利擁護のため

の支援、専門機関の紹介、ケアマネジメント等の必要な情報の提供及び助言等を

行うもので、指定相談支援事業者である「社会福祉法人 清瀬市社会福祉協議会」

と「社会福祉法人 椎の木会」に委託して事業を実施しています。 

「社会福祉法人 清瀬市社会福祉協議会」は、主に身体障害者・知的障害者を

対象に、「社会福祉法人 椎の木会」は、主に精神障害者を対象としています。  

なお、両事業者には、相談支援機能強化事業として、専門的職員（社会福祉士、

保健師、精神保健福祉士等）を配置しています。 

 

＜第２期の実績＞ 

  平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

障害者相談支援 

事業実施箇所数 
２ヵ所 ２ヵ所 ２ヵ所 

 

＜第３期の見込み＞ 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

障害者相談支援 

事業実施箇所数 
３ヶ所 ４ヶ所 ５ヶ所 

 

【サービス必要量を確保するための方策】 

安心した地域生活を送るためには、日常的なことやサービスに関する様々な

相談から支援につなげていくことが大切です。また、サービス利用計画の作成

などで相談支援事業所業務は増大することが見込まれることから、計画的な設

置を行い必要な体制を整備していきます。 
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② 地域自立支援協議会の活用 

相談支援事業や地域の障害福祉システムづくりの中核的な役割を担う「地域自

立支援協議会」を設置しています。現在市が運営主体となり、相談支援事業者、

福祉サービス事業者、学校、就労等の関係機関、障害当事者団体、権利擁護関係

者、地域ケアに関する学識経験者等を構成員とし、年２回程度の定例的な会議と

具体的な事例を検討する専門部会を開催しています。 

 

地域自立支援協議会が担う機能は次のとおりです。 

・困難事例への対応のあり方に関する協議、調整 

・地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議 

・地域の社会資源の開発、改善 

 

また、平成２２年１２月に施行された「一部改正法」により自立支援協議会が

法定化されたことで、障害福祉計画の評価など役割の更なる強化を図ることが求

められていますが、本市においては保健福祉総合計画における障害者計画ならび

に障害福祉計画の評価を既に実施していることから、今後も本計画の進捗状況に

ついて定期的な評価を行う中で、目標達成に向けた方策についても検討していき

ます。 

 

③ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望して

いるが、保証人がいないなどの理由により入居が困難な障害のある人に対し、入

居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障

害のある人の地域生活を支援します。 

 

＜第２期の実績＞ 

  平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

実施事業所数 ０ ０ ０ 

 

＜第３期の見込み＞ 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

実施事業所数 1 1 1 
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④ 成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスを利用または利用しようとする身寄りのない重度の知的障

害者または精神障害者が成年後見制度を利用する場合、申立てに要する経費（登

記手数料、鑑定費用等）の支払いが困難な場合、その全部又は一部を助成します。

本市では、「きよせ権利擁護センター」等、関係機関と連携しながら、支援を進

めていきます。 

 

＜第２期の実績＞ 

  平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

実施事業所数 １ヵ所 １ヵ所 １ヵ所 

 

＜第３期の見込み＞ 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

実施事業所数 １ヵ所 １ヵ所 １ヵ所 

 

（２）コミュニケーション支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思の伝達に支援が必要な方

に対して、手話通訳者・要約筆記者を派遣します。 

派遣に関わる部分の利用者負担はありません。 

 

＜第２期の実績＞ 

サービス内容 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

手話通訳者 

派遣事業 

年間利用件数 ５０件 ５５件 ５７件 

利用人数 ７人 ８人 ６人 

要約筆記者 

派遣事業 

年間利用件数 ０件 ７件 ８件 

利用人数 ０人 １人 １人 

 

＜第３期の見込み＞ 

サービス内容 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

手話通訳者 

派遣事業 

年間利用件数 ６０件 ６０件 ６０件 

利用人数 ８人 ８人 ８人 

要約筆記者 

派遣事業 

年間利用件数 １０件 １０件 １０件 

利用人数 ２人 ２人 ２人 



- 43 - 

 

（３）日常生活用具給付等事業 

日常生活上の便宜を図るため、重度障害者に対し、自立生活支援用具等の要件

を満たす用具を給付します。 

 

【日常生活用具給付等事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○介護・訓練支援用具  

特殊寝台、特殊マット、特殊尿器など 

○自立生活支援用具 

入浴補助用具、頭部保護帽、自動消火器など 

○在宅療養等支援用具 

透析液加温器、ネブライザー（吸入器）など 

○情報・意思疎通支援用具 

携帯用会話補助装置、点字器など 

○排せつ管理支援用具 

ストマ用装具、紙おむつなど 

○住宅改修費 

設置に小規模な住宅改修を伴う用具 
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＜第２期の実績＞ 

種目の区分 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

介護・訓練支援用具 ４件 １０件 ８件 

自立生活支援用具 ４件 １７件 １８件 

在宅療養等支援用具 １８件 ４件 ６件 

情報・意思疎通支援用具 １６件 １４件 ２２件 

排せつ管理支援用具 1,448 件 1,386 件 1,628 件 

住宅改修費 1 件 1 件 1 件 

合計件数 1,491 件 1,432 件 1,682 件 

 

＜第３期の見込み＞ 

種目の区分 平成 24 年度 平成 25 年度 
平成 26 年度 

※見込み 

介護・訓練支援用具 ８件 ８件 ８件 

自立生活支援用具 １４件 １４件 １４件 

在宅療養等支援用具 １０件 １０件 １０件 

情報・意思疎通支援用具 １９件 １９件 １９件 

排せつ管理支援用具 1,640 件 1,652 件 1,664 件 

住宅改修費 1 件 1 件 1 件 

合計件数 1,692 件 1,704 件 1,716 件 
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（４）移動支援事業 

屋外での移動が困難な人について、外出のための支援を行い、地域における自

立生活及び社会参加を促します。 

対象となる外出は、社会生活上必要不可欠な外出、余暇活動等社会参加のため

の外出で、第２期計画期間における利用状況を見ると、利用人数、利用時間とも

に伸びています。平成２３年度は視覚障害者の移動支援が個別給付に移行した分

前年度並みの伸びはありませんが、制度の見直しなどにより２４年度以降再び増

加が見込まれます。 

 

＜第２期の実績＞ 

 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

利用人数 ６０人 ８３人 ８５人 

年間利用時間 742.5 時間 1,054.5 時間 1,105.0時間 

 

＜第３期の見込み＞ 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利用人数 ９４人 １０４人 １１５人 

年間利用時間 1,222 時間 1,352 時間 1,495 時間 

 

（５）地域活動支援センター 

創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等の機会の提供などを

行う地域活動支援センターを設置します。 

相談支援と同様に、「社会福祉法人 清瀬市社会福祉協議会」と「社会福祉法

人 椎の木会」に委託し、２ヵ所で事業を実施します。 

 

＜第２期の実績＞ 

 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

※見込み 

設置箇所数 ２ヵ所 ２ヵ所 ２ヵ所 

 

＜第３期の見込み＞ 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

設置箇所数 ２ヵ所 ２ヵ所 ２ヵ所 
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（６）その他の事業 

 

① 奉仕員養成研修事業 

コミュニケーション支援事業の実施を担う人材を養成・確保して、事業の円滑

な実施を図ります。 

 

② 更生訓練費 

自立訓練（機能訓練）、就労移行を利用している障害のある方に対し、社会復

帰の促進を図るため、更生訓練費を支給します。 

 

③ 生活サポート事業 

介護給付支給決定者以外の方であって、日常生活に関する支援を行わなければ、

本人の生活に支障をきたすおそれのある方に対して、ホームヘルパー等を居宅に

派遣し、必要な支援（生活支援・家事援助）を行います。 

利用者負担は、サービス利用料の１０％ですが、地域生活支援事業の一部及び自

立支援給付の一部との月額上限設定があります。 

 

④ 自動車運転免許取得・自動車改造費事業 

一定の条件を満たす心身障害者が自動車運転免許を取得する際に、その費用の

一部を助成します。また、重度身体障害者が就労等に伴い自動車を取得する場合、

その自動車の改造等に要する経費の一部を助成します。 

 

⑤ 重度身体障害者緊急通報システム事業 

重度身体障害者で一人暮らし等である方に対して、家庭内で病気や事故等の緊

急事態になった場合に、無線発信機を用いて協力員宅へ通報するシステム貸与を

しています。今後も引き続き、通報機器の取り付けや通報の協力体制を維持して

いきます。 

 

⑥ 日中一時支援（日中ショートステイ）事業 

障害者及び障害児の家族等の就労やレスパイトを目的として、障害者及び障害

児に一時的な見守りや活動の場を提供し、家族等の日常生活を支援します。 


